
 

第１号様式（第１関係）  

   経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１

号）第７条第１項の規定による証明に関する申請書  

令和   年   月   日   

 調布市長  宛  

住所  

申請者  電話番号  

名称  

氏名（代表者氏名）            

 産業競争力強化法第１２８条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載さ

れた同法第２条第３１項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの

証明を受けたいので，下記のとおり申請します。  

記  

１  支援を受けた認定特定創業支援等事業の内容及び期間  

                                      

２  設立しようとする会社の商号（屋号）及び本店所在地  

・商号（屋号）                    

・本店所在地                     

３  設立しようとする会社の資本金         万円（株式会社の場合）  

４  新たに開始しようとする事業の業種及び内容  

                                      

５  設立しようとする会社（事業）の設立の予定年月日       年   月   日  

※  ２～５は，認定特定創業支援等事業による支援を受けて設立しようとする会社及び

新たに開始しようとする事業の予定について記載し，既に事業を開始している場合は，

その内容について記載してください。  

 

 

 

 

※  この証明書の有効期限は，令和   年   月   日までです。  

 調生産発第     号  

証明年月日  令和   年   月   日  

                  調布市長           □印  

上記申請者が上記の認定特定創業支援等事業による支援を受けたことを証明します。  



 

第２号様式（第３関係） 

事 業 計 画 書                

年  月  日  

住所  

申請者  電話番号  

名称  

氏名（代表者氏名）            

調布市認定特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明書の交付を受けたいので，次のとお

り事業計画書を提出します。 

開業形態 法人・個人 商号（予定を含む。）  

開業住所  

開業(予定)年月日    年   月   日 電話番号  

事業開始届出書の有無 有・無 資本金       円 従業員 人 

取引先  

 

１ 開業準備の着手状況（下記の該当事項に○印を付けてください。） 

 (1) 設備機械器具等発注済みである。 

 (2) 土地・店舗を買収するため頭金等支払済みで
ある。 

 (3) 土地・店舗を賃借するための権利金・敷金等
支払済みである。 

 (4) 商品・原材料の仕入れを行っている。 

 (5) 事業に必要な許認可を受けている。 
 (6) 事業に必要な許認可の申請が受理されて

いる。 
 (7) その他（             ） 

 

２ 事業内容・創業動機 

業種 

事業内容（主製品，サービス，取扱品等） 

 

 

 

創業の目的と動機 

 

 

 

創業する事業の経験 

 

 

 

当事業の強み及びセールスポイント 

 

 

 

補足説明（創業する直前の職業，資格，創業スケジュール等補足したいことを記入してください。） 

 

 

 



 

３ 必要な資金と調達方法 

必要な資金 金額 調達方法 金額 

設
備
資
金 

店舗，機械，備品，車両等 

万円 

自己資金 万円 

（内訳） 
 
 
 
 

親，兄弟，知人等からの借入れ 
（内訳・返済方法） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

万円 

その他借入金 万円 

運
転
資
金 

商品仕入，人件費等 
（内訳） 
 
 
 
 

万円 

他の金融機関からの借入れ 
（内訳・返済方法） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

万円 

合計 万円 合計 万円 

 

４ 収支計画（月平均） 

 創業当初 
軌道に乗った後 
(  年  月頃) 計算根拠 

売上高① 万円 万円 

 

売上原価② 
(仕入高) 万円 万円 

売上総利益③ 
（①－②） 万円 万円 

経 
費 

役員報酬 
（店主給料） 万円 万円 

従業員人件費 万円 万円 

家賃 万円 万円 

支払利息 万円 万円 

その他 万円 万円 

合計④ 万円 万円 

営業利益 
（③－④） 万円 万円 

※  ほかに参考となる資料がある場合は，この事業計画書に添えて提出してください。 


